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研究成果の概要（和文）：英国の自治体監査報告書をテキストマイニングで分析し、行政実務の改善に役立つこ
とを確認した。特に近年、IT活用や財務管理に関する報告が増え、コロナ禍の影響もあった。日本の行政監査で
は、BCPなどの社会課題に関する監査が多く、内部統制も考慮されていた。研究での知見を地方自治体の監査委
員等への研修や講演で共有し、国際的なベストプラクティスを紹介した。英国の詳細なナラティブ形式を参考に
し監査報告の透明性と理解しやすさを向上させる視点を提供した。各国の内部監査人と意見交換や英国会計検査
院などのインタビュー調査で公的部門の監査における専門性が重要であることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：Through text mining of the audit reports from UK local governments, it has 
been confirmed that they contribute to the improvement of administrative practices. In recent years,
 there has been an increase in reports on IT utilization and financial management, along with the 
impact of the COVID-19 pandemic.
Japanese administrative audits often focus on social issues such as BCPs, with considerations for 
internal controls as well. The insights gained from this research were shared through training 
sessions and lectures for local government auditors, introducing international best practices. By 
referencing the UK's detailed narrative format, the transparency and comprehensibility of audit 
reports were enhanced. Discussions with internal auditors from various countries and interviews with
 organizations like the UK's National Audit Office revealed that expertise in public sector audits 
is crucial.

研究分野：公監査
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
英国を中心とした先進国における地方自治体監査の研究から得られた成果は、監査プロセスだけでなく、その結
果が行政の改善に繋がる重要な洞察を提供する点にある。英国自治体監査委員会の監査報告書は長文で難解な部
分もあるが、行政実務者にとっては改善の指針となる有益な洞察が含まれている。これらの報告書を参照し、日
本の行政監査にかかる監査報告書をより実務改善に資する内容にする方向性を見出したことは、本研究の社会的
意義である。これにより、日本の公共ガバナンスの質を高める一助となることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）自治体監査の現状と課題 
 研究者は、県職員として監査委員事務局に 6年間在籍し、行政監査を担当した経験がある。行
政監査のテーマ設定において他の地方自治体の監査結果を参照するために類似したテーマの行
政監査は頻出することとなり、監査の実効性について課題があることを目の当たりにした。本研
究以前に実施したインタビュー調査からも確認されており、地方自治法の本来の意図を反映し
た監査が行われていない現状が浮き彫りとなった。行政監査は自治体のマネジメントやガバナ
ンスの向上を図るものであるが、その本質が十分に活かされていなかった。 
 また、申請者は英国会計検査院や日本の地方自治体関係者へのヒアリングや意見交換を行い、
現行の監査制度の問題点を洗い出してきた。さらに、日本内部監査協会の助成を受け、大規模自
治体における監査委員監査の状況についてアンケート調査を実施しており、この調査結果も自
治体監査の現状を理解するための重要な資料となっていた。これらの調査と分析を通じて、具体
的な改善策を提案し、自治体監査の抜本的な改革を追求ことが重要であると認識していた。 
 
（2）これまでの研究成果と本研究に至る経緯 
 これまでの研究で英国の自治体（クロイドンロンドン特別区やウェールズのデンビシャー）の
内部監査部門長（HIA）に対するヒアリング調査を通じ、英国の自治体内部監査の実態の一端を
明らかにした。しかし、ヒアリングのみでは十分な情報収集が難しいと痛感した。また、英国の
公的部門では、地方政府に関する監査が内部監査人協会（IIA）の基準に準拠して行われている
ことを確認しており、国際的な比較可能性があることを認識した。 
 テキストマイニングを活用して監査報告書の内容を詳細に分析し、地方自治体監査の実務に
新たな視点を提供することを計画してきた。また、日本内部監査協会の助成を受けて大規模自治
体における監査委員監査の状況についてアンケート調査結果も本研究に活用することに意義が
あると感じていた。 
 さらに、広範なデータ収集と分析が必要とされることを認識していた。英国の公的部門におい
ては、地方政府に関する監査が確固とした内部監査基準に基づいて行われており、これらの基準
が内部監査人の国際組織である内部監査人協会（IIA）の基準に準拠していることを確認した。 
 工業大学に所属していることを活かし、プログラミングや情報処理に精通した研究者の支援
を得て、効率的かつ効果的なテキスト分析を進めることができる可能性がある。このように申請
者は現地調査とデータ分析を組み合わせた総合的な研究アプローチを採用し、自治体監査の質
向上に貢献するための問題意識を持ってきた。 
 自治体監査の現状を改善し、真に有効な監査を実現するための具体的な方法と制度改革の必
要性を認識し、英国の地方政府の監査制度を参考にすることで、日本の自治体監査に新たな視点
を導入し、比較分析を行う。このことで自治体のマネジメントやガバナンスの向上に寄与する研
究を進めるべきであるとの着想に至った。 
 
２．研究の目的 
 英国では、1983 年から 2012 年までの間、国の機関である英国自治体監査委員会（UK Audit 
Commission）が自治体の外部監査を実施してきた。その調査研究結果として公表した 730 の報告
書は約 7 万ページに及ぶ。UKAC が廃止された今、これらの報告書群は、行政組織の有効性、効
率性等に関する貴重な情報である。この点、わが国の地方自治体の行政監査は形骸化していると
言われている。英国の UKAC の経験は、わが国の行政監査を変革するための貴重な参考資料であ
ると言える。 
 本研究は、UKAC の報告書群を研究対象に翻訳、分析、総合し、わが国の監査委員監査の行政
監査の進展に寄与するための自治体の業績分析手法や監査方法を抽出し、わが国自治体の行政
監査の改善・改革に寄与することを目的としている。 
 日英を中心とした先進諸国の公監査関係者へのヒアリング、わが国の地方自治体へのアンケ
ート調査を行い、多角的視点からわが国の実情にあった監査委員監査における定期監査、行政監
査および内部統制評価報告書などの監査委員の公表する監査結果のあるべき姿を明らかとする
ことを研究目的として設定した。 
 
３．研究の方法 
(1) 英国自治体監査委員会（UKAC）報告書の翻訳と分析 
 本研究では、英国自治体監査委員会（UKAC）が 1984 年から 2012 年までに公表した報告書を翻
訳し、分析した。これらの報告書はインターネット上にアーカイブされており、PDF 形式で入手
した。1984 年以降に公表された報告書をテーマ別に 5 年ごとに分析し、整理した（図を参照）。 
 例えば、第 2 次ブレア政権時代の 2000 年初頭には「内部管理」や「財務管理」の報告書が急
増しており、これはブレア政権が主導したベストバリュー（BV）などの自治体の格付けによる行



政評価が影響していると考えられる。 

 本研究では、日本の行政監査において特に注意すべき未監査の項目（情報通信、福祉など）や
深度のある監査が不足している項目（財務管理など）を特定し、翻訳と分析を行った。さらに、
日本の行政監査に活用できる監査手法や監査の着眼点、報告書の開示内容について考察した。報
告書の社会的背景と監査内容を対比し、特定テーマ（IT、公営住宅など）ごとに監査方法や結果
の変遷、フォローアップの結果を分析することで、英国自治体の PDCA サイクルにおいて UKAC が
Check 機能を発揮しているかを検証した。 
 また、UKAC の報告書は約 7万ページに及び、多数のグラフや画像データが含まれているため、
これらの PDF データを OCR でテキストデータに変換し、テキストマイニングを用いて分析を行
った。公表文書は、文書の難易度としては、大学生程度の知識を前提とした文体となっており、
一般人よりも自治体職員の実務ガイドとしての色彩が強いことがわかった。例えば、UKAC の公
表している A Fruitful Partnership -Effective partnerships in local government (ID: 
1296)という文書は地方政府や NHS が他の組織と効果的なパートナーシップを築くためのガイド
となっており、パートナーシップの重要性、成功条件を説明し、複雑な課題の解決や資源の効率
的利用には協力が不可欠と強調する報告書である。 
 英語の読みやすさを評価するために各種の指標を計算した。Flesch Reading Ease Score は、
文章の読みやすさを 0〜100 のスコアで示し、スコアが高いほど読みやすいとされる。計算には
平均文長と平均音節数が使用され、短い文と簡単な単語が多いほどスコアが高くなる。例えば、
スコア 90-100 は小学 5年生レベル、60-70 は中学生レベル、30 以下は大学生レベルである。さ
らに文章の読みやすさを米国の学年レベルで示す指標である Flesch-Kincaid Grade Level、ビ
ジネス文書の読みやすさ評価に使われる Gunning Fog Index、3 音節以上の単語の割合から評価
する SMOG Index、文章中の文字数
と文の数を用いて計算される
Coleman-Liau Index を算出した。
これらの指標を計算すると（右表）
のとおりであり、英国の大学生が読
解できる水準であり、市民ではな
く、自治体職員や議員などの自治体
関係者を名宛て人としている可能
性を強く示唆している。 
 
(2) 国際会議や英国でのインタビュー調査 
 科研費を活用して諸外国に実際に赴いてインタビュー調査や意見交換を行うことができた。
心より感謝申し上げたい。研究者は、国際資格である公認内部監査人（CIA）資格を持ち、2017
年にはシドニーで開催された国際大会に参加した。同大会では、政府や自治体の内部監査人が世
界中から集まり、情報交換を行った。2018 年にはドバイで開催された大会に参加し、公的部門
の監査について意見交換を行った。先進国にとどまらず、途上国であっても公的部門に内部監査
の国際資格を有した内部監査人が在籍しており、行政活動の業績や監査のデジタル化に腐心し
ていることが明らかとなった。 
 英国に訪問し、ヒアリング調査を行った。英国会計検査院（UKAC）やウェールズ監査局（Audit 
Wales）の担当者等にヒアリング調査を実施した。UKAC は、自治体監査基準設定や外部監査人の

読みやすさ指標 Score 読解レベル 
Flesch Reading Ease Score 31.40 大学生 
Flesch-Kincaid Grade Level 14.85 大学 2年生 
Gunning Fog Index 19.11 大学院生 
SMOG Index 16.77 大学 4年生 
Coleman-Liau Index 14.72 大学 2年生 

出所）UKACのホームページで公表されている資料を基に作成。報告書の種別は、1984
年～2012 年までで 15 件以上該当するものを限定して集計。 
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1984年-1985年 1 3 1 0 3 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 11

1986年-1990年 4 9 0 9 11 2 3 1 3 0 1 4 11 0 2 60

1991年-1995年 7 1 0 6 11 2 4 1 6 0 1 3 8 0 5 55

1996年-2000年 21 6 10 2 12 2 12 5 6 3 7 1 23 2 3 115

2001年-2005年 13 5 4 0 37 5 9 6 3 9 16 7 24 6 7 151

2006年-2010年 2 4 2 4 20 10 25 8 5 3 5 1 12 10 2 113

2011年-2012年 2 0 0 0 2 1 4 0 1 0 0 1 0 1 0 12

合　計 50 28 17 21 96 22 60 21 24 15 30 17 78 19 19 517

図 英国自治体監査委員会報告書のテーマ別公表数の推移 

表 英国自治体監査委員会報告書の読みやすさ 



監督を行っている。ウェールズ監査局は、Well-Being をテーマに監査を行っており、わが国の
行政監査の改善に有益な示唆を与えてくれた。スコットランド会計検査院も自治体の外部監査
を行っており、イングランドとは異なるアプローチを採用しているため、両者を対比することで
行政監査の新機軸を発見する可能性があった。しかし、研究期間のほとんどでコロナ禍や円安な
どの諸事情で渡航費などの調査費用が高騰したために現地での調査を中止せざるを得なかった
ことが悔やまれる。 
 
(3) わが国における監査委員による行政監査の実態 
 日本国内の自治体行政監査の実態を明らかにするため、全国の自治体のホームページ上に公
表されているデータを収集し、PDF データを網羅的に収集して分析した。すべての都道府県が毎
年行政監査を実施していた一方で、全国都市監査委員会による 2010 年の全国調査では、市では
3 年間で 4 分の 1 の自治体しか行政監査を実施していないことが明らかになっている。町村で
は、行政監査の実施率はさらに低いと推測される。本研究で自治体の監査関係者にヒアリングを
行った結果、マンパワーや行政監査に関する経験やノウハウが不足しており、行政監査を躊躇せ
ざるを得ない実態が判明した。 
 本研究では、全国の自治体が公表している行政監査や内部統制報告書を収集し、その内容を詳
細に分析した。特に、監査の範囲や方法、発見事項、改善提案などについて検討し、日本の行政
監査の現状を評価した。また、監査報告書の開示内容についても分析した。さらに全国各地で講
演や研修などの機会を通じて監査委員や監査委員事務局職員と対面によるヒアリングや意見交
換を行い、現場の声を直接収集した。これにより、実際の監査活動や課題についての理解を深め
た。ヒアリングでは、監査の実務や直面する問題点、改善のための提案などについて議論した。
これらの活動を通じて得られた知見を基に、日本の行政監査の改善に向けた具体的な提言をま
とめた。 
 本研究を通じて、英国の自治体監査の手法とわが国の行政監査の現状を比較分析し、いくつか
の重要な知見を得た。まず、英国の自治体監査においては、報告書のテーマや内容が時代の要請
に応じて変化していることが確認された。特に、ブレア政権時代には内部管理や財務管理に重点
が置かれ、これが地方自治体の格付けや評価に反映されていることが分かった。一方で、日本の
行政監査においては、情報通信や福祉といった未監査項目や、財務管理に関する深度のある監査
が不足している点が明らかになった。 
 テキストマイニングによる分析では、UKAC の報告書の読みやすさや重要語の傾向を定量的に
評価し、これにより報告書の内容や構成の変遷を把握することができた。これらの分析結果は、
わが国の行政監査における報告書作成や情報公開の改善に役立つと考えられる。日本国内の自
治体行政監査の実態調査では、各自治体の監査活動の現状や課題を明らかにし、特に、監査報告
書の開示内容の記述方法、わかりやすさについて考察した。理論と実務の両面から日本の行政監
査の現状を総合的に評価することで、改善の方向性が明らかとなった。 
 
４．研究成果 
（1）インタビュー調査による知見 
 2018 年 5 月のドバイで開催された内部監査人協会（IIA）の国際会議では、米国、フィンラン
ド、英国、アラブ首長国連邦などの内部監査人と意見交換を行い、公的部門と民間の内部監査の
特徴についての聞き取りを通じて、官民のセクターが明確に分かれている国とそうでない国が
あることが確認された。内部監査部門は国際基準に準拠した監査を行い、Regulation の違いが
差異に影響を与えているという意見が多く聞かれた。 
 次に、2019 年度の研究では、英国会計検査院（NAO）や自治体監査人選考機関（PSAA）を訪問
し、現状の課題や改革の方向性について議論を行った。監査人の人的要件、特に専門性に関して
は、監査人の選定プロセスの改善に取り組んでいることが確認された。また、監査の内容につい
ては、準拠性の監査から公共サービスの持続可能性、SDGs の取り組みなど、法律等で定めた目
標についてどのようなガバナンスが行われているかという視点に重点が移っていることが確認
された。 
 最後に、スウェーデンのリンネ大学で行った研究報告とディスカッションでは、スウェーデン
だけでなく、イラン、中国などの留学生との意見交換ができた。途上国の公的部門での不正への
対応やガバナンス強化の視点について関心が寄せられた。特に、2020 年度の研究では、デザイ
ンシンキングを活用した組織風土の改善に関する有益なコメントを得たことで研究に生かすこ
とができた。 
 
（2）データ分析による知見 
 2018 年度の研究では、英国の自治体監査委員会（UKAC）による監査報告書を収集し、テキス
トファイルに変換してテキストマイニングの手法を用いて定量的分析を行った。特に医療サー
ビス、警察、PFI 事業、IT 活用など広範囲かつ多様な行政サービスについて業績指標の設定や業
績評価を行い、わが国の自治体監査と比較してサービスの改善に貢献する監査結果が多く見ら
れることが確認された。続く 2019 年度の研究では、英国自治体監査委員会が公表している監査
報告書を基礎として、医療、警察、PFI 事業、IT 活用などの広範囲かつ多様な行政サービスに業
績指標を設定し、評価を行った。レポートを分析した結果、サービスの改善に力点が置かれてい



ることが分かった。特に、青少年の育成に関する分野が多くの検証対象となっており、1980 年
代から 2000 年代にかけて共通する主要テーマとして扱われていた。 
 2020 年度においては、英国の自治体監査委員会が公表した報告書群の分析を通じて、内部管
理、財務、情報の活用に関する報告が数多くなされていることを確認した。ITC 活用に関しては
情報技術の進展に応じて相応の対応を行うよう自治体に求めていた。 
 さらに、2021 年度の研究では、テキストマイニングの手法を通じて、英国の自治体監査委員
会が公表した監査結果の一定の傾向を解析した。時代に応じて「内部監査」「財務」「情報の活用」
について多くの考察がなされていることが確認された。2022 年度においては、コロナ禍の影響
を受けて監査結果の遅れや、監査の遅れが他の公的部門の監査に影響することが報告されてい
ることを検証した。海外調査が困難であったことからテキストマイニングの手法を用いて、英国
の地方自治体監査委員会の監査結果の分析を継続した。 
 最後に、2023 年度の研究では、英国とわが国の地方自治体の監査報告書をテキストマイニン
グなどの自然言語処理の方法を用いて分析した。この比較分析から、各国の文化的および制度的
枠組みに根ざした報告書の構造、用語使用の頻度、テーマパターンの顕著な違いが明らかになっ
た。 
 
（3）わが国の監査委員監査についての考察 
 英国を中心として現地調査や、英国の監査報告書の分析から得られた研究成果をわが国の監
査委員監査の改善や変革に生かすために、わが国の監査委員監査の実態や課題を浮き彫りにす
るための調査も並行して行った。 
 2018 年度および 2019 年度の研究では、英国を中心とした現地調査や英国の監査報告書の分析
から得られた研究成果を、わが国の監査委員監査の改善や変革に生かすための検討を行った。わ
が国の監査委員監査の実態や課題を浮き彫りにするために、各自治体がホームページで公表し
ている監査結果を収集し分析した。特に、災害時における BCP（事業継続計画）や AED の設置と
運用に関する行政監査が多く実施されていることが確認された。また、地方自治法の改正により
内部統制制度の構築が義務化され、これに呼応して内部統制を主眼とする行政監査が実施され
るようになっていた。 
 2020 年度および 2021 年度の研究では、わが国の行政監査の実態を継続して検証した。行政監
査の実施は法律上義務化されていないため、町村などの小規模自治体では実施されていないこ
とが多く、大規模自治体でも防災対策や物品管理など個別の行政分野に限定されたテーマが選
択されることが多いことが確認された。都道府県および政令市で内部統制制度の構築が義務化
され、内部統制を主眼とする行政監査が実施されるようになった。都道府県や政令市を中心に考
察を行い、監査委員が自治体の組織内を横断的に検証するテーマを設定し、それぞれの方法で監
査を行っていることが確認された。補助金の執行や公の施設の管理、防災体制の再検証が多く行
われており、英国と比較した場合、他自治体の比較による行政の経済性、効率性および有効性に
まで踏み込んだ検証が少ないことが改めて確認された。 
 また、2022 年度の研究では、わが国の地方自治体の行政監査におけるコロナ禍に関連した監
査についても比較を行った。コロナ禍において重点的に監査を行った自治体は確認できず、一部
の自治体で合規性や正確性に着目する監査が行われていることが確認された。英国と比較した
際、財政の持続可能性に言及する監査が少ないことが明らかになった。 
 最後に、2023 年度の研究では、わが国の監査委員監査の報告書についても、内部統制評価報
告書を含めて分析を進めた。英国の監査結果とは対照的に、日本の報告書は箇条書きや表形式を
用い、表面的には理解しやすいものの、問題の重大さが伝わりにくく、自治体間での情報の一貫
性が欠けていることが再確認された。 
 
（4）研究成果の共有と実践的応用 
 全国各地で開催された地方自治体の監査委員や事務局書記向けの研修や講演を通じて、国際
的なベストプラクティスを共有した。英国の詳細なナラティブ形式を参考にし、監査報告の透明
性と理解のしやすさを向上させる視点を提供した。この形式に展開することでわが国の行政監
査報告の質を改善し、公共ガバナンスの信頼性を強化に一定の貢献ができた。 
 今後の課題として、日本の行政監査報告の形式をさらに検討し、英国の成功事例をどのように
適用するべきかを探求する必要がある。研修や講演で得たフィードバックをもとに、監査委員や
監査委員事務局職員と情報を共有し、実務の改善に繋げる取組を継続したい。この取り組みを通
じ日本の地方自治体の行政事務の透明性と信頼性を一層高めることを目指したい。 
 
 本研究では、海外の実態調査とわが国のヒアリング調査及び英国自治体監査委員会が公表し
ている監査結果ならびにわが国の監査委員監査の公表している報告書の分析し考察した。以上
が、本研究の研究成果である。 
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